
ま　え　が　き
　本書は、「原油はどのように採掘、生産され、日本に輸送、製品化されて最前線の給油所で販
売されるのかという、石油の生産から販売に到るサプライチェーンの動向をわかりやすく解説し
た本がほしい」 という販売業者の皆様からのご要望にお応えして、昭和52年（1977年）に初版を
発行しました。それ以来、毎年の改訂を経て、今回で第50版となりました。  

　2025年は、1月に発足した米国第2次トランプ政権の政策や外交姿勢がそれまでの国際協調体
制の機能不全を惹起し、混迷を深めた年と総括できます。米国第一主義に基づく、高関税政策、
国内化石燃料増産喚起やパリ協定からの離脱などが、諸国との従来の関係の希薄化、分断あるい
は対立の増幅をもたらしました。その結果、需給緩和の中でOPECプラスが増産姿勢に転じたり、
COP30において、温暖化対策に具体的で顕著な進展が得られないなどの事態が起こりました。こ
うした国際協調体制の機能不全は、短期的な影響にとどまらず、脱炭素化への意欲を弱めるなど、
長期的な問題につながることが懸念されます。

　このような複雑化する国際情勢、エネルギー環境の中で、日本においては、円安もあって歴史
的にも高値圏にある石油製品価格に対し、激変緩和策を通じた価格抑制補助が継続されました。
また、物価対策の観点から政治課題となっていたガソリンと軽油のいわゆる旧暫定税率の廃止が
年末に決まりました。

　エネルギー政策に関しては、第7次エネルギー基本計画（エネ基）が第6次エネ基から3年4か月
を経て、2025年2月に閣議決定されました。同じ時期に閣議決定された「地球温暖化対策計画」お
よび「GX2040 ビジョン」とともに、脱炭素化への取り組み、および産業政策と一体的に遂行さ
れるエネルギー政策が示されたことになります。また、民間レベルでは24年に引き続き、エネル
ギー政策の中長期的なビジョンに沿って戦略的で具体的な検討が進み、社会実装に向けた取組み
が各所で行われた年といえます。 

　一方、2025年においても、8月の九州・西日本での大雨や、12月の青森県東方沖地震など激甚
な災害が繰り返され、エネルギー供給の『最後の砦』としての石油・LP ガスの存在価値がまたも
強く認識されました。しかし、構造的な需要減退に直面する石油・LP ガス産業では、恒常的な
人手不足や脱炭素化への懸念から、SS 経営や物流でのミクロレベルの課題対応が急務となって
おり、その結果、エネルギー供給における社会的課題解決への持続的な取り組みを困難にする要
因にもなっています。

　本書令和8年〔2026〕版では、以上のような石油・LP ガス産業の現状と課題を幅広く取り上げ
ています。さらに、第7次エネルギー基本計画をご紹介することに大きなウェイトを置いています。
過去のエネルギー基本計画の内容と合わせてご紹介することで、政府のエネルギー政策の変遷と
将来の方向性を理解していただけるように構成しました。 また、エネルギー政策の展開と石油
産業の位置づけ、サプライチェーンの解説、税制など本書の構成については従来通りとし、どの
章からでも読み始めていただくことができるようにしております。さらに、本文のポイントを押
さえやすくしていただけるよう、各種の図表を豊富に配置してあります。

　S+3E に則った安定供給の使命と長期的な脱炭素化社会への移行を視野に、既存事業の展開と
新エネルギー供給の担い手への転換の双方をバランスよく、しかもそのいずれも不足なく実行す
ることに石油・LPガス業界はコミットしていくことに変わりはありません。

　本書が、複雑で容易ではないエネルギー供給の社会的課題解決への取組みをご理解いただく一
助になれば幸いです。

油業報知新聞社　編集部



《本書で取り上げた新たな項目/例示（順不同）》

　石油・LPガス業界の視点に立って、業界を取り巻く内外の諸環境や市場

に関するアップデートに加え、石油・LPガス政策の動向、災害・過疎化対

策などの流通・小売政策の進展や脱炭素化への政府・業界の動きをきめ細か

くフォローアップして各章にて紹介。

　◇　�3年4か月ぶりに更新された第7次エネルギー基本計画の内容を、これ

までの計画の変遷とともに紹介

　◇　�第2次トランプ政権発足により揺れ動いた2025年の世界の石油情勢の

アップデート

　◇　�世界の石油生産・消費など需給や貿易動向および石油精製能力や製油

所稼働率等各種統計データのアップデート

　◇　OPECプラスの生産調整と国際原油価格の推移

　◇　�国内石油製品価格やマージンの歴史的推移

　◇　�燃料油価格高騰対策としての、政府による激変緩和措置と小売価格抑

制の推移

　◇　�ガソリン・軽油に課税されている旧暫定税率廃止までの経緯

　◇　�国内石油需給動向と政府による2025年度から29年度の石油製品・LP

ガス需要見通し

　◇　�石油製品の流通と販売を担うSS業界の現状と課題およびSS数の推

移や経営状況調査の紹介

　◇　燃料インフラ検討状況などSS過疎地問題への対応状況

　◇　LPガス料金透明化、取引の適正化に対応した政府施策の展開状況

　◇　電力・ガス小売自由化後の市場動向
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